
原 議 保 存 期 間 １ 年

（令和４年３月31日まで）

警 察 庁 丁 生 経 発 第 8 9 号警 視 庁 生 活 安 全 部 長
殿

令 和 ２ 年 ８ 月 2 8 日各 道 府 県 警 察 本 部 長

警察庁生活安全局生活経済対策管理官（参考送付先）

警察大学校生活安全教養部長

各管区警察局広域調整担当部長

各 管 区 警 察 学 校 長

国民生活安定緊急措置法施行令の一部改正について（通知）

国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第254号。以

下「改正政令」という ）が本日公布され、今月29日から施行されることとなったの。

で、下記のとおり通知する。

、 、 （ ） 「 」、なお 本通知において 国民生活安定緊急措置法 昭和48年法律第121号 を 法

改正政令による改正前の国民生活安定緊急措置法施行令 昭和49年政令第４号 を 旧（ ） 「

政令」という。

記

１ 政令改正の趣旨及び概要

、 、 、旧政令にあっては 法第26条第１項の規定に基づき 本年３月15日に衛生マスク

本年５月26日には消毒等用アルコールを生活関連物資等に指定して、これら物品の

転売行為を規制していたものであるが、今回、旧政令の第１条（法第26条第１項の

政令で指定する生活関連物資等 、第２条（特定生活関連物資等の転売の禁止）及）

び第７条（罰則）の規定を削除し、衛生マスク及び消毒等用アルコールの生活関連

物資等としての指定を解除するとともに、これら物品の転売規制を廃止するもの。

、 、 、なお 改正政令の施行前にした行為に対する罰則の適用については 附則により

なお従前の例によることとする。

２ 添付資料

官報の写し、新旧対照表を添付する。
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民
生
活
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緊
急
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
九
年
政
令
第
四
号
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
政
令
で
指
定
す
る
生
活
関
連
物
資
等
）

（
削
る
）

第
一
条

国
民
生
活
安
定
緊
急
措
置
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十

六
条
第
一
項
の
政
令
で
指
定
す
る
生
活
関
連
物
資
等
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

一

衛
生
マ
ス
ク

二

消
毒
等
用
ア
ル
コ
ー
ル
（
ア
ル
コ
ー
ル
（
こ
れ
を
含
む
製
剤
を
含
む

。
）
（
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保

等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
第
二
条
第

一
項
に
規
定
す
る
医
薬
品
及
び
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
医
薬
部
外
品

以
外
の
も
の
に
あ
つ
て
は
、
ア
ル
コ
ー
ル
分
（
温
度
十
五
度
の
時
に
お

い
て
原
容
量
百
分
中
に
含
有
す
る
エ
チ
ル
ア
ル
コ
ー
ル
の
容
量
を
い
う

。
）
が
六
十
度
以
上
の
も
の
に
限
る
。
）
で
あ
つ
て
、
消
毒
等
（
消
毒

、
殺
菌
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
行
為
を
い
う
。
）
に
使
用
さ
れ
る
こ

と
が
目
的
と
さ
れ
て
い
る
も
の
（
こ
れ
を
染
み
込
ま
せ
た
脱
脂
綿
、
紙

、
不
織
布
そ
の
他
の
材
料
を
含
む
。
）
を
い
う
。
）

（
特
定
生
活
関
連
物
資
等
の
転
売
の
禁
止
）

（
削
る
）

第
二
条

前
条
各
号
に
掲
げ
る
生
活
関
連
物
資
等
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
特
定
生
活
関
連
物
資
等
」
と
い
う
。
）
を
不
特
定
の
相
手
方
に
対
し
売

り
渡
す
者
か
ら
特
定
生
活
関
連
物
資
等
の
購
入
を
し
た
者
は
、
当
該
購
入

を
し
た
特
定
生
活
関
連
物
資
等
の
譲
渡
（
不
特
定
又
は
多
数
の
者
に
対
し

、
当
該
特
定
生
活
関
連
物
資
等
の
売
買
契
約
の
締
結
の
申
込
み
又
は
誘
引
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を
し
て
行
う
も
の
で
あ
つ
て
、
当
該
特
定
生
活
関
連
物
資
等
の
購
入
価
格

を
超
え
る
価
格
に
よ
る
も
の
に
限
る
。
）
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
報
告
の
徴
収
）

（
報
告
の
徴
収
）

第
一
条

国
民
生
活
安
定
緊
急
措
置
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十

第
三
条

法
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
が
報
告
さ
せ
る
こ

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
が
報
告
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
事
項

と
が
で
き
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
～
四

（
略
）

一
～
四

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

第
二
条
・
第
三
条

（
略
）

第
四
条
・
第
五
条

（
略
）

第
四
条

（
略
）

第
六
条

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

３

第
一
項
本
文
の
場
合
に
お
い
て
は
、
法
及
び
こ
の
政
令
中
同
項
本
文
に

３

第
二
項
本
文
の
場
合
に
お
い
て
は
、
法
及
び
こ
の
政
令
中
同
項
本
文
に

規
定
す
る
事
務
に
係
る
主
務
大
臣
に
関
す
る
規
定
は
、
都
道
府
県
知
事
又

規
定
す
る
事
務
に
係
る
主
務
大
臣
に
関
す
る
規
定
は
、
都
道
府
県
知
事
又

は
指
定
都
市
の
長
に
関
す
る
規
定
と
し
て
都
道
府
県
知
事
又
は
指
定
都
市

は
指
定
都
市
の
長
に
関
す
る
規
定
と
し
て
都
道
府
県
知
事
又
は
指
定
都
市

の
長
に
適
用
が
あ
る
も
の
と
す
る
。

の
長
に
適
用
が
あ
る
も
の
と
す
る
。

４

（
略
）

４

（
略
）

（
罰
則
）

（
削
る
）

第
七
条

第
二
条
の
規
定
に
違
反
し
た
場
合
に
は
、
当
該
違
反
行
為
を
し
た

者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
若
し
く
は
百
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は

こ
れ
を
併
科
す
る
。

２

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の

従
業
員
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
に
関
し
、
前
項
の
違
反
行
為
を
し
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た
と
き
は
、
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
同
項

の
罰
金
刑
を
科
す
る
。


